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内部通報の重要性

内部通報制度を整えることは、不正の効果的な発見に繋がる手段となります

1

◼ 世界中で起きている不正行為の約3分の1は、内部通報や情報提供者からの報告によって発覚しています。これは監査人、当局および警察によって

発覚した事件の合計数を上回り、極めて重要な対応策といえます

不正の脅威から組織を守る最高のリソースは「従業員」です。リソースを最大限に活かすためには、組織として従業員の不正行為

や・安全、衛生関連の懸念事項に対し発言できる安全・信頼の出来るプラットフォームの提供が必要です
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内部通報制度において散見される課題

2

✓ 報復行為に対するリスクを踏まえると、匿名性、安全性の担保が重要となる

✓ セキュリティに対する課題意識が低いことも有り、安全性の担保に疑義がある

匿名性・安全性の低さ

不十分な周知

限定的な言語・チャネルのみの提供

✓ 東南アジアにおいては、様々な言語を母国語としている従業員が多く、英語での通報となる場合は、ハードルが高くなる

✓ 電話やメールといった限定されたチャネルのみ提供している場合、通報者側の利便性が低く通報がしにくい環境となる

✓ 内部通報制度を周知する方法について、社内イントラネットへの掲載や従業員ハンドブックに記載といった受け身の形での

運用の場合、十分な周知ができず、内部通報制度がうまく活用できない

不十分な通報後対応

✓ 電話窓口のような対応プロセスや結果を追跡できない場合、報告・対応等に遅れや漏れが発生するリスクが存在する

✓ どのような確認・対応を行うべきかわからず時間のみが経過してしまい、内部通報に対して反応が鈍くなる

社外からの通報受付ができていない

✓ サプライヤーや顧客等は社内から見えずらい問題を認識していることもあり、有用な情報提要ソースとなり得る。一方で日系

企業はそのような意識が低い場合もあり、豊富なチャネルや言語を提供できていないケースもある

「匿名・安全性」、「通報後対応」、「限定的な言語・チャネル」、「社外からの通報受付」、「周知」といった課題に

より、不正行為に対する内部通報件数が少なく、本来の目的である不正の早期発見ができていないことがある
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現状の内部通報制度に関する簡易セルフアセスメント

内部通報制度に関する質問 Deloitte Conduct Watchのメリット

匿名性・

安全性

1

匿名性を担保した通報ルートはあるか

⃞ 匿名での通報が可能、かつ推奨している

⃞ 匿名での通報は可能だが、推奨していない

⃞ 匿名での通報はできない

• 完全匿名での通報が可能

• 匿名のまま通報者とコミュニケーションが取れ

る

2

レポートを参照できる担当者を、守秘性やコンフリクトを踏まえて、通報内容ごとに変更可能か

⃞ はい、どのようなルートでエスカレーションするか明確なルールがあり、権限を個別に付与している

⃞ ある程度のルールは存在するが、今後検討する必要がある

⃞ 現時点ではない

• 個別に権限を設定可能

• 権限が付与されていないが、通報を知るべき

管理者に対して、システム上からメールでのコ

ミュニケーションが可能

言語・

チャネル

3

従業員はどのようなチャネルで通報が可能か • 左記全てのチャネルでの通報が可能

4

内部通報制度は複数の言語をサポートしているか

⃞ はい、英語とローカル言語の通報が可能

⃞ いいえ、英語または日本語のみの通報が可能

• ほとんどの言語に対応

• ローカル従業員が英語で通報できない場合、

多言語での通報が可能

通報後の

対応

5
内部通報を受けた後、第三者から調査に関するレコメンデーションを受領できるか • デロイトより各レポートに関してレコメンデーショ

ンを提供

6

内部通報システム上で、通報内容、調査内容、ステータスの管理が可能か

⃞ 全てのコミュニケーション及び調査内容はシステム上レコードされ、ステータスの管理が可能

⃞ 一部の重要な内容に関しては、システム上レコードされる

⃞ いいえ

• 全ての通報はプラットフォームに統合され、コ

ミュニケーション、タイムライン、調査内容、対

応ステータスを一元管理することが可能

7

通報者は通報内容についてアップデートを受けたり、担当者からコミュニケーションを受け取ることが可能か

⃞ 匿名を担保しつつ、担当者からの連絡を受け取ることが可能

⃞ 通報者が連絡先を開示した場合、担当者からの連絡を受け取ることが可能

⃞ 通報後は、連絡を受け取ることができない

• 匿名、匿名ではないに関わらず、プラット

フォーム上で、通報者とのコミュニケーションが

可能

社外から

の通報
8

内部通報制度は、従業員のみならず、顧客、サプライヤー等の外部の人も利用可能か

⃞ はい、第三者も通報可能

⃞ いいえ、第三者への窓口はない

• 既存のプラットフォームを生かして、外部への

拡大が可能

周知 9

内部通報の重要性や通報方法をどのくらいの頻度で従業員に周知しているか • 従業員への認知度向上のサポートを提供

3

⃞ はい ⃞ いいえ

⃞ 四半期に一回

⃞ 半年に一回

⃞ 1年に一回

⃞ 特段行っていない

⃞ ウェブ

⃞ 無し

⃞ メール

⃞ その他

⃞ 電話
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Conduct Watch – 概要（1/3）

Conduct Watchは、匿名性・追跡性・柔軟性・拡張性・多言語対応を備えた内部通報プラットフォームです

4

ダッシュボード等による追跡性と効果測定

様々な通報をステータス画面で追跡することで通報者へ適時に対

応し、ダッシュボード画面で効果測定が可能です

周知・通報後対応を含めて総合的に支援

導入時や定期的な研修等を通じた周知や通報後の調査、

証拠保全、通報者との対話等、総合的に支援します

こんなお悩みで困っていませんか？

✓通報内容によって対応会社・部署を柔軟に設計したい

✓通報への対応を漏れなく、タイムリーに実行したい

✓複数の言語に対応できる窓口を設置したい

✓苦情やハラスメント相談、公益通報など全て受け付けら

れるワンストップの窓口を設置したい

✓通報内容によって調査の支援をお願いしたい

✓通報があまり上がってこず、理由が分からない

✓仕入先や取引先等第三者にも使いやすい独立した窓

口を設置したい 多言語対応・多層的なルート設計が可能

デロイトのグローバルネットワークを活用することにより、多言語対応

と通報内容に応じた複数のルート設計が可能です

ウェブプラットフォーム等による匿名性・利便性

通報者が通報しやすいよう様々なチャネルや匿名性の

担保された窓口を設置することが可能です

Conduct Watch
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Conduct Watch – 概要（2/3）

Conduct Watchは、複数の通報チャネルを備え、通報内容に応じて報告先を設定できるなど、ご要望に応じて柔

軟に設計が可能です

内部通報者は、安全で機密

性の高いチャネルを介して

Deloitte Conduct Watchに

連絡します。

Deloitteのアナリストは内部通報対応の専門家集団であり、

Deloitte Conduct Watch上の通報内容を速やかに確認しま

す。特にリスクが高いと判別された通報については迅速にその内

容及び今後の対処方法に関する報告を行います。

クライアントご担当者の方々は、通

報内容の概要・状況が整理された

ダッシュボードを閲覧することができま

す。

内部通報者

複数の

通報チャネル

クライアント

ご担当者

機密または

匿名での通報

実用的な対策を記し

たタイムリーなレポート

各国デロイトネットワークの専門スタッフが

通報窓口として対応

Conduct Watch

5
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Conduct Watch – 概要（3/3）

Conduct Watchのウェブプラットフォームによる通報受付は、Eメールと電話受付の双方のメリットを融合させること

ができ、秘匿性が確保できます

6

メール

• 24時間365日いつでも通報ができる

• 通報内容を文面でそのまま残すことができる

• 自由自在に記載することができる

• ファイルを添付することができる

電話

• 適切な情報を聞き取るために企業側から質問できるので、漏れ

なく収集できる

• 通報者は受付担当者からのヒアリングに回答すれば良いので、

質問に沿って容易に通報できる

• 自由に通報内容を伝えることができる

Conduct Watchのウェブプラットフォーム

• 雛型が決まっているため、通報者は質問に沿って容易に記載可能。企業側は聞き取りたい事項を漏れなく収集できる

• 通報者自身が匿名の程度を選択することができ、希望すれば完全に匿名で回答することができる

• 企業から通報者へ匿名のままコミュニケーションを取ることも可能

• 社内の内部通報のみならず、社外からの『外部通報』にも使いやすい

• 企業側からの発信はデロイト経由で通報者に伝えるため安全性が高い

• 容量の制限なく動画・音声等の証拠ファイルを添付することができる

• 文面で通報者が記載した内容をそのまま正確に保存することができる

• いつ、誰が、どのようなアクションを起こしたのか履歴が残るので追跡性が高く、通報者への対応の漏れも防げる

• 24時間365日いつでも通報可能
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Conduct Watchでは、テクノロジー及び専門チームによって柔軟なサービスを低コストでご提供いたしており、独立した

内部通報制度として高い評価を受けております

Conduct Watch – 優位性

弁護士 ITソフトウェア系 Conduct Watch

• 限定的なカバレッジ（例：日本語

及び英語）

• 多くの言語をカバー

• 現地メンバーのサポート無し

• 多言語に対応可能

• 現地メンバーのサポートを提供

• 一般的には電話、メールのみ
• 複数のチャネルを提供可能だが、

通常ファックスや郵便は対象外

• 全てのチャネル – 電話、メール、

ウェブ、ファックス、郵便

• 柔軟性はそこまでない
• 顧客の要望に応じて一定のカスタ

マイズは可能

• 要望に応じて柔軟に対応可能

• 貴社向けの担当者をアサイン

• 弁護士ではあるものの、保証なし

• 一部匿名性（ベンダーには個人情

報を開示するものの、クライアントへ

は開示しない）はできない

• 通報者が完全匿名性、一部匿名

性の選択が可能

• 法務アドバイスを提供
• ベストプラクティス・レコメンデーション

を提供しない

• ベストプラクティス・レコメンを提供

• リアルタイムレポートを提供

• 法的な観点のアドバイスを提供

• ただしリソースは限定的
• 特段無し

• グローバルに様々な不正調査業務

を提供可能

• ハッキングの可能性あり • 一般的なITスタンダードに準する • 高いセキュリティ性を持つ

• 一般的に高額 • 一般的に低コスト
• テクノロジーを活用しているため、低

コスト

1 言語カバレッジ

2 通報チャネル

3 カスタマイズ性

4
匿名性に係る

オプション

5
プロフェッショナル

サポート

6
不正調査に係る

サポート

7 データセキュリティ

8 コスト

7
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Conduct Watchは、貴社のニーズに合わせ地域、言語、チャネル等をカスタマイズの上、競争力のあるフィーのご提

案をいたします

Conduct Watch – ご提案フィー例

8

ご提案フィー例

REIT会社 大手商業銀行

オフショアおよび海洋関連の

上場企業 日系大手保険会社

~ USD 10,000 ~ USD 40,000 ~ USD 70,000 ~ USD 80,000

1,000人以下 35,000人以上 20,000人以上 40,000人以上

3言語以下 5言語以上 10言語以上 15言語以下

アジアにおける

2か国

アジア、オセアニア、欧州、北

米における15か国程度

アジア、オセアニア、欧州、北

米、南米における10か国程

度

アジア、欧州、北米、南米に

おける45か国程度

1 年間フィー

2 従業員数

3 言語数

4 地域

注：上記はあくまで例である点につきご留意ください
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Conduct Watch – FAQs（1/2）

1. 現在内部通報制度サービスを提供している弁護士とのリレーションを継続したいが、Conduct Watchを導入した後にどのようにリレーションを継続で

きるか？Conduct Watchへのアクセス権限を弁護士に付与することは可能か？

‣ Conduct Watchは、様々なチャンネルから寄せられた内部通報を、効率的な案件管理のために、プラットフォームに統合することを意図した報告

システムとなります。弁護士にConduct Watchのアクセス権限を付与し、報告レポートを確認いただき、内部通報に関して、引き続き法的な観点で

アドバイスいただくことが可能です。

2. Conduct Watchをサプライヤーへ拡大することは可能か？

‣ Conduct Watchを顧客、サプライヤーを含む通報を行うべき当事者へ拡大することは可能です。通報内容については、クライアントが許可したユー

ザーのみに個別にアクセス権限を付与いたします。

3. 不正調査等について、デロイトへ独占的に依頼をしないといけないのか？

‣ その必要はございません。通報について理解している点から弊社が調査等をご提供する場合は、シームレスに移行することが可能ですが、この点に
ついては柔軟に対応が可能です。

4. Conduct Watchを導入するのにどの程度の時間を要するのか？

‣ Conduct Watchは、最短4週間で導入が可能となります。言語や導入地域が多数、複雑な場合においては、段階的にセットアップを行うことで

スムーズに導入いたします。

5. Conduct Watchの契約期間はどの程度か？

‣ Conduct Watchの契約期間は、1年ごとの更新を想定しております。なお、1年以上の契約についてもご提供できますので、必要に応じて協議さ

せていただきます。

6. Conduct Watchを導入するためのコストは？

‣ Conduct Watchは、チャネル数、地域、言語、対象の人数等の要件に応じて価格を設定しております。貴社へのヒアリングに基づき、価格をご提

案させていただきます。

7. どの言語をカバーしているのか？

‣ Conduct Watchは、デロイトのグローバルネットワークを活用して、多数の言語をカバーしております。この中には日本語も含まれております。

9
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Conduct Watch – FAQs（2/2）

8. Conduct Watchは内部通報制度以外にも活用可能か？

‣ Conduct Watchは基本的に内部通報を目的として開発されております。当該システムを業務報告等にも活用は可能となりますが、Conduct 

Watchのアナリストはレポーティングの過程でマーケティング資料や求人情報等をスパムとしてフィルターしております。

9. Conduct Watchの優位性は？

‣低コスト、柔軟性等様々な優位性がございますが、Conduct Watchの大きな特徴として、内部告発者の匿名性を維持しつつ、クライアントが内

部告発者とのコミュニケーションを実施することが可能な点があります。匿名性が担保されているため、内部告発を行いやすい環境を構築できます。

10. Conduct Watch導入後に地域や言語、チャネルを拡大することは可能か？例えば、まずはシンガポールで導入し、その後別の地域に拡大する等。

‣ クライアントのニーズに合わせ、後から地域、エンティティ、言語、チャネル等を拡大することが可能です。

11. Conduct Watchを一定期間使用できる試用期間はあるか？

‣必要に応じてデモ環境を一定期間提供することが可能です。

12.報告レポートは日本語でもらうことは可能か？

‣可能となります。

13.デロイトが提供するレコメンデーションの例を教えてほしい

‣ Conduct Watchにおけるレコメンデーションは、クライアントが最初のケース評価を行う際に対する推奨事項となります。例えば、報告書に記載され

た人物がその会社の従業員であることの確認や不明瞭な情報の確認等となります。初期的な評価が完了後、弊社はデジタルフォレンジック、

eDiscovery、取引のレビュー、利害関係者のインタビュー等の調査を別契約としてご提供することが可能です。

14. Conduct Watchの使用方法等をいただくセッションを提供してくれるか？

‣従業員への使用方法のご説明セッション等をご提供させていただきます。

10
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Appendices

11
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貴社の要件にあわせてプラットフォームをカスタマイズします

Conduct Watch – 内部通報窓口設置の流れ

ソリューションの選択

開示コーディネーター

の任命

貴社の社内資

産をベースにプロ

グラム設計

通報チャネルのセッアップ

プラットフォームの運営

Step 1

Step 3 Step 4

Step 5

Step 2

継続的なモニターと評価

Step 7

• 導入対象国の特定

• 通報手段の特定：

デジタル/オンラインのみ、また

はデジタル＋コールセンター

• 言語：英語のみ、または多

言語

• アクセスポイント：

ダッシュボードへのアクセス権

限を持つコーディネーターの人

数

• 貴社の規模と実績に基づき

予想される報告数

• リーダー1名、

または大規模組織向

けにはコーディネーター

のネットワークを構築

• 従業員へのトレーニング

• 内部通報チャネルへのアクセ

ス方法・ツールの浸透促進

• パンフレットとポスターテンプ

レートを活用して、導入を支

援

• 貴社のイントラネット等に内

部通報のリンクを共有するこ

とで、認知度を高めつつ安

全に誘導

• 通報内容を調査

• トレンド分析

• 通報事象の対処

• サンプルポリシー、手

順、ブリーフィング、

通信資産を活用し

たプログラム設計

1 2 3 4

5

6

7

• 通報傾向と調査結果に基づき、社内

規程を始めとする内部統制再構築を

検討・実施

• 各通報事例のトレンドに基づいた内

部通報制度の変更・強化

社内での認知度向上

• 弊社の独立した内部通報サービス

の導入

• 導入時のTo Doリストで必要事項

の確認

• 通報サイトとダッシュボードのテスト

Step 6
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Conduct Watch – 管理画面

◼ 通報日・通報カテゴリー・地域・ステータス・現在の対応者・期限等が一覧で表示され、キーワード等でフィルタリングを行い事案を絞ることが可能です

◼ 個別事案は概要・詳細・コメント・添付ファイルで構成されており、メッセージ等の送受信もConduct Watch内で行うことで高い秘匿性を確保します

1. ステータスごとに一覧で表示、ステータスには継続中・自身に割り当てられているタス

ク・終了事案等があります

2. 概要、通報日、チャネル、地域等のステータスを表示します

3. 予め設定した期限に対しての進捗状況が確認可能です

4. 案件の概要、追加事項の記載、デロイトとのメッセージの送受信等を表示します

1

2

4

3

1

2

3

4
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Conduct Watch – ダッシュボード

◼ ケースごとの管理が容易で、全社レベルでの内部通報の分析結果をベースに、効率的な対応策を助言します

◼ モニタリング用のダッシュボードにて、通報の傾向、通報への対応状況を可視化することで、通報制度の運用・整備を効果的に行うことができます
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